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4. 日中韓の農林水産業指標の比較 

本章では 2 章、3 章で取り上げた中国、韓国の農林水産業と農林水産政策を念頭に、日中韓に

ついて農林水産業や農林水産業政策に係る主な指標を取り上げて比較することによって、日中韓

の全体的な差異について把握する。4.1 節において農林水産業構造の主な指標、4.2 節において農

林水産業の保護指標についての比較を行う。また、4.3 節には主要な品目に関して生産費や卸売

価格等のコストや価格に関する指標を挙げて比較する。これらの三国間の差が貿易額に直結する

わけではないが、ここでは三国の農業事情の差と、それがどのように変化してきたかを理解する

ための一助として、参考のために掲載した。 

 

4.1. 日中韓の農林水産業指標の比較 

日中韓の農林水産業の基本的な指標を次頁表にとりまとめた。まず日中韓三国の農林水産業総

生産額を比較すると、日本 1,011 億ドルに対し、中国は約 8 倍の 8,352 億ドル、韓国は約半分の

417 億ドルの規模となっている。 

工業化の進んだ日韓と比較すると、中国では依然として GDP における農林水産業の割合は高

く、日本 1.5%、韓国 2.9%に対して、中国 11.3%となっている。ただし、中国においても農林水

産業の割合は 1990 年 27.1%、2000 年 15.1%、2008 年 11.3%と急速に縮小してきており、今後も

この傾向が続くと見込まれる。 

中国の農地面積は 5 億 2,254 万ヘクタールと日韓両国と比べると巨大だが、このうち多くは牧

草地が占め、耕地と樹園を合わせた面積は 1 億 2,254 万ヘクタールで、国土面積の 12%となる。

日本の耕地・樹園面積は 463 万ヘクタールで、やはり国土面積の 12%、韓国は 175 万ヘクター

ルで、国土面積の 18%である。 

中国の農地面積は巨大だが、抱えている人口もまた多い。日中韓の総人口をこれら耕地・樹園

面積で割り、1 ヘクタールあたりの扶養人口を求めると、日本と韓国はほぼ同じで 1haあたり 28

人に対し、中国は 1haあたり 10 人と日韓の約三分の一である。しかし、それでも主要な農業国

と比べると 100

  

、耕地面積は非常に限られている。さらに、中国は零細な農家を日韓以上に多く

抱えており、農家 1 戸あたりの耕地・樹園面積では 0.48haと、日韓と比べて三分の一以下である。 

                                                      
100 例えば、豪州 0.5 人、カナダ 0.6 人、米国 1.8 人、ブラジル 2.8 人、フランス 3.2 人、タイ 3.6 人。 
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表 54 農林水産業の日中韓概況比較（2008 年） 

 日本 中国 韓国 

経済指標    

GDP 総額 (億ドル) 48,461 45,195 9,309 

一人当たり GDP (ドル) 37,952 3,404 19,162 

人口 (万人) [a] 12,769 132,802 4,861 

農林水産業生産額    

農林水産業総生産額 (億ドル) 1,011  (100.0%) 8,352  (100.0%) 417  (100.0%) 

農業 (億ドル) 812  (80.3%) 7,002  (83.8%) 349  (83.7%) 

林業 (億ドル) 43  (4.3%) 310  (3.7%) 11  (2.6%) 

水産業 (億ドル) 156  (15.4%) 749  (9.0%) 58  (13.9%) 

GDP における農林水産業比(%) 1.5%  11.3%  2.9%  

土地       

国土面積 (千 ha) 37,794 (100%) 960,000 (100%) 9,972 (100%) 

農地面積 (千 ha) 4,628 (12%) 522,544 (54%) 1,805 (18%) 

耕地＋樹園地 (千 ha) [b] 4,628 (12%) 122,543 (12%) 1,747 (18%) 

耕地 (千 ha) 4,308 (11%) 108,642 (11%) 1,553  (16%) 

樹園地 (千 ha) 320 (1%) 13,901 (1%) 194  (2%) 

牧草地 (千 ha) - (-) 400,001 (42%) 58  (1%) 

*うち灌漑設備有 (千 ha) 2,516 (7%) 64,141 (7%) 832 (8%) 

森林面積 (千 ha) 24,961 (66%) 201,334 (21%) 6,235 (62%) 

耕地のうち水田率 54.3%  26.0%  59.5%  

1ha 当たり扶養人口 (人) [a]/ [b] 27.6  10.4  27.8  

農林水産業従事者数    

農家数 (千戸) [c] 2,521 256,640 
（*農村戸数） 1,212 

1 戸あたり面積 (ha) [b]/[c] 1.84 0.48 1.44 

専業農家率 (%) 16.2% － 58.3% 

農林水産業従事者数 (千人) 3,268 283,636 1,686 

農業従事者数 (千人) 2,986 － － 

漁業従事者数 (千人) 222 － － 

林業従事者数 (千人) 60 － － 
就業人口に占める農林水産事
業者数の割合 (%) 4.2% 36.6% 7.2% 

中央政府農業予算額    
2010 年 2 兆 5 千億円 10 兆 6 千億円 1 兆 1 千億円 
出所） 土地‐FAOSTAT, *水田率及びその他の指標-日本:農林水産省,総務省, 中国:(中华人民共和国农业部 
2009),(中华人民共和国国家统计局 2010) 統計局 第二次全国农业普查主要数据公报, 韓国:(MIFAFF 2010b) 
注） 中韓の予算額は 2.1.2 及び 3.1.2 節より。   
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日本と韓国の農業の違いで特徴として見出される点は、まず韓国では専業農家率が 58.3%と、

日本の 16.2%を大きく上回っており、農家にとって農業所得が日本以上に重みがあることである。

韓国は都市集中型の経済構造で、地方に就業機会が少ないことが理由である。また水田比率も

59.5%と日本の 54.3%をやや上回り、加えて生産調整がまだ本格的には行われていないことを考

えると、稲作が農業に持つ重要性が日本以上に高いことが指摘される。 

林業についてはいずれも農林水産業に占める割合は小さく、日本では 4.3%、中国では 3.7%、

韓国では 2.6%である。水産業については、日韓両国では重要性が高く、それぞれ農林水産業生

産額のうち 15%、14%のシェアを持つ。中国では 9%とやや少ない。 

 

4.2. 日中韓の農業保護指標の比較 

全体的なPSE指標の推移 

日韓両国では、限られた耕地の限界の中、発展を遂げた経済の下で難しい局面を迎えている農

業部門に対し、農業者の所得と自給率向上のために比較的手厚い農業保護政策が採用されてきた。

中国も、従来の農業からの搾取的な経済政策を転換させ、2000 年代に入り農業保護政策に転換

した。 

農業保護水準を示す指標の一つとしてよく取り上げられるOECD農業政策レビュー101

日本と韓国の PSE 水準は長期的に下落傾向にあるのに比べると、中国の PSE 水準は政府の農

業・農村政策の充実とともに、少しずつ上昇しつつあり、2007 年には 8.7%となった。ただし、

依然として中国の PSE 指標は日韓を大きく下回っている。 

におけ

る生産者支持推定額（Producer Support Estimate – PSE）は、消費者負担分（内外価格差）と納税

者負担分（補助金）の合計として算出されている。日本と韓国は、OECD諸国の中でも比較的高

いPSEの水準で、両国はほぼ接近しており、日本のPSE指標 47.8%（2009 年）に対して、韓国は

51.7%（2009 年）である。過去の傾向としては概ね韓国が日本よりもやや高い（次頁図参照）。 

 
  

                                                      
101 (OECD 2010), (OECD 2009) 
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図 31 日中韓の PSE 指標の推移 

 
出所）(OECD 2010) (OECD 2009) 

品目別の保護水準 

品目別の保護指数である単品目移転指数（Single Commodity Transfer – SCT）を見ると、日本で

は豚肉（69%）、コメ（68%）、砂糖（57%）、その他穀物（47%）、牛乳（45%）、小麦（43%）、牛

肉（29%）、の各分野が比較的高い保護率となっている。 

韓国では、さらに大豆と鶏肉でも保護率が高く、大豆（81%）、豚肉（66%）、コメ（56%）、そ

の他穀物（55%）、牛乳（48%）、牛肉（29%）、鶏肉（37%）の順で高い保護率となっている。 

中国では、日・韓と比べると高保護率の品目は少ないが、綿（43%）、砂糖（36%）、トウモロ

コシ（22%）、羊肉（16%）、大豆（11%）が比較的高い保護率となっている。 

 

表 55 日中韓における農産物品目別の保護指標（SCT）：日韓－07~09 年平均 中-05~07 年平均 
単位:% 

 
日本 中国 韓国  日本 中国 韓国 

コメ 68.0  -1.2  55.9  牛乳 45.1  -21.5  48.2  
小麦 42.6  -1.8  

 
牛肉 28.7  -2.9  28.6  

トウモロコシ 
 

22.0  
 

豚肉 69.3  -1.4  65.6  
その他穀物 47.2  

 
54.7  鶏肉 10.4  4.4  36.7  

大豆 14.5  10.5  80.9  羊肉  16.0   
菜種 

 
4.1  

 
卵 14.6  -0.9  18.1  

砂糖 56.9  35.5  
 

綿  42.5   

    
その他 39.5  3.2  49.2  

出所）(OECD 2010) (OECD 2009) 
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品目別の内外価格差 

SCT 指標のうち、消費者負担分である内外価格差は、国内生産者価格と国境価格の差で表さ

れ、名目保護係数（Nominal Protection Coefficient – NPC）と呼ばれている。品目別の NPC 指標を

みると、日本ではコメ、小麦、その他穀物、砂糖、牛乳、牛肉、豚肉等で価格差が大きく、特に

コメと豚肉では 3 倍を超え、砂糖とその他穀物で 2 倍を超えている（下表参照）。また、OECD

の統計には挙げられていないが、この他に落花生やでん粉でも内外価格差が大きくなっている。 

韓国では、コメ、その他の穀物、大豆、牛乳、牛肉、豚肉、鶏肉、唐辛子の分野で内外価格差

が大きく、特に大豆では 5.85 倍と、極端な内外価格差がある。この他には、唐辛子、豚肉、コ

メ、その他の穀物、牛乳の各品目で 2 倍を超えている。 

ただし、日韓とも豚肉を除けば、全体的に内外価格差は縮小傾向にある。特に価格差が非常に

大きかった品目、つまり日本ではコメ、小麦、大麦、韓国では大豆、コメ、大麦の分野で、減少

傾向が顕著である。（次頁図参照） 

中国は、日韓と比べると NPC の水準は低く、砂糖、羊肉、綿の分野で 1.3~1.7 程度となってい

る。 
 

表 56 日中韓における農産物品目別の名目保護係数（NPC）：日韓－07~09 年平均 中-05~07 年平均 

 
日本 中国 韓国  日本 中国 韓国 

コメ 3.14  0.99  2.33  牛乳 1.83  0.89  2.05  
小麦 1.74  0.99  n.a. 牛肉 1.40  1.00  1.40  
ﾄｳﾓﾛｺｼ n.a. 1.28  n.a. 豚肉 3.34  1.00  2.93  
その他穀物 2.06  n.a. 2.33  鶏肉 1.12  1.05  1.59  
大豆 1.17  1.12  5.85  羊肉 n.a. 1.28  n.a. 
菜種 n.a. 1.04  n.a. 卵 1.17  1.00  1.23  
落花生 n.a. 1.00  n.a. 綿 n.a. 1.75  n.a. 
砂糖 2.34  1.69  n.a.     

出所）(OECD 2010); OECD, Producer and Consumer Support Estimates Database 
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図 32 日韓の生産者名目保護係数（NPC）の推移 

日本 

 

韓国 

 

出所）OECD, Producer and Consumer Support Estimates Database 
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4.3. 生産費・価格指標の比較 

4.3.1. コメ 

生産費 

コメ生産費を 60kg あたりで換算すると、日本が 16,733 円（約 2,982 ドル/トン）に対し、中国

では十分の一以下の 1,290 円（約 230 ドル/トン）と差は非常に大きい。中国では投入物や地代

のコストが低い上に、労賃は時給 14 円程度（都市部の最低賃金の約十分の一）が想定されてお

り、ほとんどの費用項目で日韓と比べると非常に低くなっている。（次頁表参照） 

韓国でも、コメ生産費は日本の三分の一以下の 4,987 円（約 889 ドル/トン）となっている。

ただし、日韓の差で最も顕著な点は労賃である。韓国の生産費推計においては、時給が約 436

円で想定され、60kg の生産に対して必要な労働時間は計 1.8 時間となっており、労働費の合計は

775 円となる。一方、日本の生産費推計においては、時給は韓国の三倍にあたる約 1,389 円で想

定され、60kg の生産に対して必要な労働時間も韓国の 1.7 倍の計 3.1 時間、労働費の合計は 4,369

円と、韓国の 5.6 倍の労働費が計上されている。また、労働費以外では、農機具費が日本は 3,100

円に比べて、韓国は 374 円となっているほか、種苗、肥料、農薬、建物費等の各分野で日本のコ

ストが高くなっている。 
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表 57 日中韓のコメ生産費の比較 
単位:  

 
円/60kg ドル/トン 日本と韓

国の差と

各分野の

寄与度 

 
2009 2008 2009 2009 2008 2009 

 
日本 中国 韓国 日本 中国 韓国 

生産費計 [x]=[a]+[b]+[c]+[d]-[e] 16,733  1,290  4,987  2,982  230  889  -70% 
  物財費 [a] 9,809  662  2,187  1,748  118  390  -46% 
    種苗 414  51  97  74  9  17  -2% 
    肥料 1,202  256  430  214  46  77  -5% 
    農薬 842  82  225  150  15  40  -4% 
    光熱動力費 445  1  36  79  0  6  -2% 
    その他材料費 234  - 92  42  - 16  -1% 
    土地改良・水利 598  19  3  107  3  1  -4% 
     賃貸料・料金/委託費 1,358  215  880  242  38  157  -3% 
    建物費/営農施設費 818  - 8  146  - 1  -5% 
    自動車費 468  - - 83  - - 

 
    農機具費 3,100  13  374  552  2  67  -16% 
    生産管理費 45  - - 8  - - 

 
    物件税・公費負担/その他費用 285  25  42  51  4  7  -1% 
  労働費 [b] 4,369  416  775  779  74  138  -21% 
    家族労働 [y] 4,116  353  693  734  63  124  -20% 
    雇用 253  64  82  45  11  15  -1% 
  地代 [c] 2,028  212  1,799  361  38  321  -1% 
    自己地代 1,489  178  915  265  32  163  -3% 
    支払地代 539  34  884  96  6  158  2% 
  資本 [d] 853  na 227  152  - 40  -4% 
    自己資本利子 810  - 131  144  - 23  -4% 
    支払利子 43  - 96  8  - 17  0% 

副産物価額 [e] 326  - - 58  - - 
 

    
0  0  0  

 
労働時間 [f] （単位:時間） 3.1  29.9  1.8  1  5  0  

 
  家族労働 2.9  27.9  1.6  1  5  0  

 
  雇用労働 0.2  2.0  0.2  0  0  0  

 
平均労賃(時給) [b]/[f] 1,389  14  436  248  2  78  

 
*参考 法定最低賃金（時給） 730  135**  317  130  - 56  

 
出所） 日本-農林水産省 農産物生産費統計、韓国-統計局 農産物生産費調査、中国-(国家发展和改革委员会 
2009)を基に、単位を円/60kg に統一した。統計はいずれもサンプル農家の抽出によるもので、コメの品質や品種

等については特に指定されておらず、平均をとったもの。 
注）韓国の生産費計は副産物価額を既に差し引いたもの。 
*法定最低賃金は報道等による参考数値。**中国は都市部の例。 
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生産者価格 

FAO のデータによれば、日中間ではコメの生産者価格は依然として開きが大きく、2008 年時

点で日本の生産者価格は中国の約 7.5 倍となっている。 

一方で、日韓両国のコメの生産者価格は比較的接近しており、2007 年はとりわけ円安ウォン

高の状況であったため、韓国は 1,998 ドル/トンとなり、日本の 1,848 ドル/トンをわずかに上回

った。ただ、その後は円高ウォン安の傾向となり、日韓差は再びやや開いており、2008 年には

韓国は 1,631 ドル/トン、日本は 2,087 ドル/トンと、韓国は日本より 2 割程度低い数値となって

いる。また、韓国と日本の産地価格を比較した表 58 でも、同様の傾向が裏付けられる。日本で

は、生産者価格は前述の生産費を割り込んでいるが、韓国では生産費よりも生産者価格が高い。 
 

図 33 コメの生産者価格の推移 

 
出所）FAOSTAT 
 

表 58 日韓の生産者価格（玄米） 

 韓国 

 

ウォン/80kg 

日本 

北海道きらら 397 

円/60kg 

日本 

秋田あきたこまち 

円/60kg 

韓国 

 

ドル/トン 

日本 

北海道きらら 397 

ドル/トン 

日本 

秋田あきたこまち 

ドル/トン 

2007 150,115 13,133 13,849 2,019  1,856  1,957  

2008 162,357 13,711 15,131 1,839  2,192  2,419  

2009 145,648 14,040 15,094 1,426  2,502  2,690  

2010 132,956 11,420 12,790 1,438  2,161  2,420  
出所）韓国-KREI 穀物観測月報 収穫期産地中心点コメ価格 9 月平均値と 10 月平均値を平均したもの。 
日本-農林水産省 米の相対取引価格 9 月と 10 月を平均したもの ただし 2007 年については年度平均。 

小売価格 

小売価格では、韓国では 1kg あたり約 1.7 ドル程度と、日本（約 4.3 ドル）の半分以下の水準

である。弊社の専門家へのインタビューによれば、韓国は日本に比べると比較的流通コストが安
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い。 

中国の都市部でのコメ価格は 1kg あたり約 0.7 ドル程度であるが、干ばつ等の天候不順の影響

も受け、小売価格は上昇を続けており、消費者物価に与える影響が懸念されている。（下図参照） 
 

図 34 コメの小売価格の最近の動向 

 
出所）  日本-統計局 小売物価統計調査（167 市町村、26,000 店舗の平均） 

韓国-韓国-aTKamis 小売情報（ソウル他 12 都市の大型小売店舗及び在来市場等の平均） 
中国-統計局 50 ヵ都市主要食品平均価格変動状況（50 都市の平均） 

注）日本のコメはコシヒカリ以外の単一銘柄 

 

4.3.2. 青果物（野菜・果実・ナッツ） 

青果物については、品目により状況が異なる。ニンニクやホウレンソウ、ナスやキュウリ、イ

チゴ、ブドウ、モモ等の大部分の品目では、日本、中国、韓国の順で生産者価格が高いが、唐辛

子・ピーマン類、あるいはタマネギでは、韓国の生産者価格が日本よりも高い。 
 

表 59 主要な野菜・果実・ナッツの生産者価格の比較 

 
日本 中国 韓国 

  
日本 中国 韓国 

ジャガイモ 784  202  291  
 

栗 2,415  1,140  699  
タマネギ 681  158  1,196  

 
落花生 5,651  548  1,086  

キャベツ 575  299  250  
     

ニンジン 1,065  417  478  
 

オレンジ 1,071  393  902  
トマト 2,218  515  552  

 
リンゴ 1,985  984  1,073  

キュウリ 2,372  118  887  
 

ナシ 2,570  499  579  
ナス 2,483  409  682  

 
ﾓﾓ･ﾈｸﾀﾘﾝ 3,309  512  892  

唐辛子･ﾋﾟｰﾏﾝ（緑） 3,180  544  5,735  
 

ブドウ 5,416  758  1,496  
ホウレンソウ 3,426  337  840  

 
イチゴ 8,137  1,295  1,911  

ニンニク 8,000  533  954  
     

出所）FAOSTAT 

タマネギなどの一部の品目は生産者価格がほぼ接近していることに加え、穀物に比べると青果

物は需給が天候に影響されやすいため、タマネギの卸売価格を見ると、韓国の卸売価格が大きく
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上下に変動しており、時期によっては日本の卸売価格を上回っている。リンゴも日中韓の生産者

価格の差が比較的接近している品目であるが、韓国と日本のふじリンゴの卸売価格、小売価格は

ほぼ同じとなっている。 
 

図 35 日中韓の卸売価格・小売価格の比較 

タマネギ（卸売価格） 

 
リンゴ（卸売価格） 

 
リンゴ（小売価格） 

 
出所) 日本-卸売価格：農林水産省 青果物卸売市場調査、小売価格：統計局 小売物価統計調査 
韓国-aTKamis 卸売情報、小売情報 注）リンゴ小売価格は 1 個 300g として換算。品種は三国ともフジ。 
中国-卸売価格：商務部 sn110 卸売価格情報、小売価格：統計局 50 ヵ都市主要食品平均価格変動状況 
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4.3.3. 畜産物（豚肉・鶏肉・牛肉・牛乳） 

生産費 

豚肉の生産費について日中韓を比較すると、生体豚 100kg の生産費に換算して日本が 27,659

円に対し、韓国は 17,493 円、中国が 13,920 円とかなり接近しており、三国間の差はコメに比べ

ると顕著ではない。（次頁表参照） 

養豚では三国とも、飼料費がコスト全体の 55~64%を占める最も重要な支出項目である。日中

韓の差の多くはこの飼料費を要因とするもので、韓国の飼料費は日本の約 54%、中国の飼料費

は日本の約 47%である。飼料価格の日韓比較を行った(長谷川 2008)は、為替相場や、配合飼料

原料の相違（両国とも輸入トウモロコシが主体だが、韓国は中国からのトウモロコシ輸入が多く、

またそれ以外の原料構成に違いがある。）、港湾コスト、飼料流通の形態や取引方法等の各段階の

違いがその差の源泉となっている可能性があると指摘している。ただし、中国からのトウモロコ

シ輸入は減少しており、今後は差が縮まる可能性がある。この他に、労働費も差の一因である。 

牛乳の生産費も、生乳 100 リットルの生産費に換算して日本が 8,901 円に対し、韓国 4,499 円、

中国3,000円と豚肉生産費の分布によく似ており、やはり飼料価格の差が大きく現れているほか、

家族労働費の面でも多少の違いがある。 

卸売価格 

卸売価格では中国の豚肉と鶏肉の価格が大きく上昇している（図 36）。これに従って、三国間

の差は徐々に小さくなっている。牛肉では、日韓では「和牛」「韓牛」の国産品種ブランドがあ

り、濃厚飼料と手間をかけた育成を行っているため、中国との価格の差は大きい。牛乳は中国の

乳製品需要の拡大に伴って、FAOSTAT によれば、2008 年には中国の乳製品の生産者価格は日本

を上回った。 

(木下, 狩野, and 鈴木 2005)は、日本から韓国への生乳の輸出の可能性を指摘し、特に国内で

も生産コストが低い北海道等からの輸出が考えられるとしている。 
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表 60 日中韓の豚肉及び牛乳生産費の比較（2009 年） 

豚肉            単位:円/生体豚 100kg 

 
日本 中国 韓国 

日本と韓国の差と

各分野の寄与度 

生産費計 27,659  13,920  17,493  -37% 
種付、もと畜、繁殖雌豚、種雄豚費/家畜費 775  3,985  4,600  14% 
飼料費 17,722  8,262  9,648  -29% 
水道光熱費 1,127  100  147  -4% 
獣医師料・医薬品/防疫治療費 1,354  201  456  -3% 
賃借料・料金/賃借料 213  - 23  -1% 
償却費 1,351  - 505  -3% 
し尿処理費 - - 305  

 
農機具費(償却以外) 267  29  9  -1% 
その他雑費等 897  399  251  -2% 
雇用労働費 488  405  420  0% 
家族労働費 3,231  518 275  -11% 
支払利子・支払地代/借入金利子 123  23  113  0% 
自己資本利子 577  - 754  1% 
自作地地代 100  - 57  0% 
副産物収入 566  - 69  

 
 

牛乳        単位:円/生乳 100kg 又は 100 リットル 

 
日本 中国 韓国 

日本と韓国の差と

各分野の寄与度 

生産費計 8,901  3,002  4,499  -49% 
種付 139  0  41  -1% 
飼料費 4,089  2,085  2,885  -14% 
水道光熱費 252  45  50  -2% 
獣医師料・医薬品/防疫治療費 294  38  98  -2% 
賃貸料・料金/賃貸料 180  － 24  -2% 
償却費 1,645  353  584  -12% 
し尿処理費 － － 16  0% 
農機具費(償却以外) 180  11  2  -2% 
その他雑費等 352  134  120  -3% 
雇用労働費 174  138  40  -2% 
家族労働費 1,832  191  348  -17% 
支払利子・支払地代/借入金利子 141  － 38  -1% 
自己資本利子 217  － 324  1% 
自作地地代 168  8  76  -1% 
副産物収入 762  － 146  -7% 
出所） 日本-農林水産省 畜産物生産費統計、韓国-統計局 農産物生産費調査、中国-(国家发展和改革委员会 
2010)を基に、単位を円/生体豚 100kg 又は牛乳 100kg、100ℓに統一。日本の場合は償却費に乳牛償却費を含む。 
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図 36 豚肉・鶏肉・牛肉の生産者価格の推移 
豚肉 

 
鶏肉 

 
牛肉 

 
牛乳 

 
出所）FAOSTAT 
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4.4. 農林水産業指標の比較に関するまとめ 

日中韓の農林水産物指標の比較の内容は、以下のようにとりまとめられる。 

 日中韓の農林水産業の規模は、日本が 1 千億ドル、中国が 8 千億ドル、韓国が 400 億ド

ル規模であり、GDP における農林水産業の割合は、日本 1.5%、韓国 2.9%、中国 11.3%で

ある。 

 三国はいずれも農地面積が限られている。中国は広大な農地を抱えているとはいえ、巨

大な零細農家層を抱え、一戸あたりの耕地面積は 0.48 ヘクタールと、経済発展に伴い拡

大する需要を賄うには十分ではない。 

 日韓は比較的手厚い保護政策を導入しており、PSE指標は日本 47.8%に対し、韓国は 51.7%

と日本を上回っている。中国も 2000 年代に入って農業保護政策に転じ、PSE 指標は 8.7%

に上昇しているが、依然として日韓よりは大幅に低い水準にある。 

 品目別には、日本は豚肉、コメ、砂糖、牛乳、小麦、牛肉の分野で保護率が高く、韓国

はこれら品目に加えて大豆と鶏肉の保護率も高い。ただし、全般的には保護率は低下し

ている。中国は日韓に比べると保護率は全般的に低いが、綿、砂糖、トウモロコシ、羊

肉、大豆が多少保護された分野である。 

 コメでは、依然として三国の価格差は大きい。生産費では、韓国は日本の約三分の一、

中国は約十分の一、小売価格では韓国は日本の約半分、中国は六分の一。労働コストや

生産構造、コメの品種や品質等が価格差の原因とみられる。 

 青果物でも、ニンニクやホウレンソウ等の多くの分野では三国の価格差は依然として顕

著だが、タマネギやリンゴ等の一部の品目では、韓国と日本の卸売価格・小売価格はほ

ぼ変わらないレベルとなっている。 

 畜産物では、豚肉はコストの大部分を飼料が占める生産構造のため、韓国の生産費は日

本の 63%、中国は日本の 50%とコメよりはコスト差が小さい。生産者価格では三国の差

は少なくなってきた。鶏肉、牛乳もほぼ同じ構造であり、特に牛乳の三国間の価格差は

小さい。 
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